
 

 

 

 

「第五次滋賀県廃棄物処理計画（原案）」に対して提出された 

意見・情報とそれらに対する滋賀県の考え方について 

 

 

１．県民政策コメントの実施結果 

令和３年(2021年)３月 22日（月）から令和３年(2021年)４月 21日（水）までの間、滋賀県

民政策コメント制度に関する要綱に基づき、「第五次滋賀県廃棄物処理計画（原案）」について

の意見・情報の募集を行った結果、３名（団体１者含む）の方から、計７件の意見・情報が寄

せられました。 

これらの意見・情報について、内容ごとに整理し、それらに対する滋賀県の考え方を次に示

します。 

なお、取りまとめにあたり、提出された意見・情報の一部は、趣旨を損なわない範囲で内容

を要約したものとなっています。 

 

 

２．提出された意見・情報の内訳 

項  目 件 数 

第１章 計画の趣旨等 ０件 

第２章 本県の廃棄物の現状と廃棄物排出量等の将来推計 ０件 

第３章 計画の基本方針 ０件 

第４章 計画の目標 ０件 

第５章 計画の目標達成に向けた施策の方向性 ６件 

第６章 関係主体の役割 ０件 

第７章 計画の推進体制および進行管理 ０件 

その他 １件 

合  計 ７件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



№ 頁

1 27、29

3 34

（３）散在性ごみ対策

・散在性ごみの定点観測調査をされているとのことです
が、研究機関の調査研究の段階、レベルではありませ
ん。琵琶湖岸や河川周辺はもちろん道路など、あらゆる
公共スペースでの散在性ごみについては、十分な対策
がされているとは思えません。５年間におよび毎日周辺
のポイ捨てごみなどについて回収したり、監視したりして
きましたが、明らかに分かったことが、ポイ捨てごみも不
法投棄も同じ場所に、同じ店で買った、同じような物が捨
てられていることがほとんです。すなわち、同じ人物が繰
り返して行為に及んでいると考えられます。条例の厳罰
化と取り締まり強化を求めます。

　本県では、ごみ散乱防止に資するため、平成14年度以
降、県内38か所で散在性ごみの定点観測調査を実施し
ており、観測地点では散在性ごみが減少傾向にあります
が、近年、車や人の動き等の状況変化から、より実態に
即した散在状況を把握するため、観測地点・方法の見直
しが必要と考えています。
　また、「滋賀県ごみの散乱防止に関する条例」におい
て、ごみ散乱抑止のため、ごみの回収命令違反者に対
する罰則を定めており、県内各地に設置する環境美化監
視員による周知・指導を行うとともに、市町等と協力しつ
つ監視パトロールを徹底してまいります。

第五次滋賀県廃棄物処理計画（原案）について提出された意見等とそれらに対する滋賀県の考え方

意見・情報に対する考え方意見・情報等

（１）一般廃棄物　（グリーン購入）

　グリーン購入によるごみの削減等が記載されている
が、「トナーカートリッジ」および「インクジェットカートリッ
ジ」についてこれが十分実施されていない事例が確認さ
れる。

第５章　計画の目標達成に向けた施策の方向性

　　２　廃棄物の適正処理の推進

　本県では、グリーン購入の普及拡大を図るため、県民
や事業者への普及啓発、関係団体への支援を行ってお
り、滋賀県庁も事業者としての立場で、物品等の調達に
おいて「滋賀県グリーン購入基本方針」に基づき、ご指摘
のトナーカートリッジ等も含め、容器や包装ができるだけ
少ないものやリサイクル製品等、環境負荷の少ない物品
の購入に努めているところです。
　「滋賀県グリーン購入基本方針」は、グリーン購入法の
制定および環境省が定めるグリーン購入基本方針の改
定に伴い、随時庁内関係課との意見交換・協議等を踏ま
え策定しております。その実施にあたっては、ご指摘の趣
旨を踏まえ、実効性等の観点から有効な物品調達となる
よう、引き続き努めてまいります。

　第２節　その他目標達成に向けた不断の取組・施策

　　１　３R（リデュース・リユース・リサイクル）の取組の推進

（１）一般廃棄物　（一般廃棄物処理施設）

　エネルギー回収率を高める設備の導入を促進のため
に具体的政策はなく、新しい政策として不十分である。
　サーマルリサイクル(熱利用)に関して、滋賀県が平成
11年3月に策定した「滋賀県一般廃棄物処理広域化計
画」において、県内を7ブロック割とすると策定されている
が、実現していない。現在のごみ焼却場数は12件にとど
まる。高島市のような小規模な自治体では、ごみ焼却場
の集約が進んでいない。当該計画は20年前の計画だ
が、当時の7ブロック制から、更に高島市のような小規模
のごみ焼却場を集約し、発電と共に、熱利用の推進で、
ごみのエネルギー利用を地産地消で進めることができれ
ば、二酸化炭素の排出量の削減につながるので、市民
にとってもメリットがある計画となると思う。
　また、環境省から「持続可能な適正処理の確保に向け
たごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化につい
て（通知）」が出されているが、活用されていないと思う。
国がごみのエネルギー化を進め、進めるための県の役
割について述べている。
　県が調整役となり方向性を決めるなど、リーダーシップ
が望まれる。
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　平成11年3月に策定した「滋賀県一般廃棄物処理広域
化計画」に基づき、全県を７ブロックに区分けし、ごみ処
理の広域化を進めてきましたが、ご指摘のとおりブロック
の一部で広域化が未達成であり、当該計画から20年を
経過した現在、国の通知にもあるように、今後の方向性
を考える必要があると考えております。
　このため、P.32 【施策の方向性】（一般廃棄物処理施設
の整備等）の３つ目の○において、
「県と関係市町等は、県内の一般廃棄物焼却処理施設を
通じた温室効果ガスの削減や大規模災害への処理体制
の構築に資するため、現在の状況変化や地域の実情等
を考慮しながら、中長期的な視点で今後の処理施設の
在り方について、滋賀県廃棄物適正管理協議会におい
て、県と関係市町、一部事務組合で情報交換し、検討を
行います。」
と記載しているところです。
　今後、ご指摘の趣旨を踏まえつつ、策定が予定されて
いるプラスチック資源循環促進法やプラスチック資源循
環戦略等の国の施策と整合を図りながら、市町等と検討
を進めてまいります。
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№ 頁 意見・情報に対する考え方意見・情報等

4 34

5 34

6 38
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　本県は、これまで滋賀県廃棄物処理計画に基づき、３R
の推進を中心に、ごみ排出量の削減に取り組んできてお
り、本計画において、「一人１日当たりの一般廃棄物ごみ
排出量」の少なさで全国１位を達成できる値（チャレンジ
目標値）を目指すこととしております。また、世界的な課
題である海洋プラスチックごみの流出防止や気候変動の
抑制を進めるため、「プラスチックごみゼロ・食品ロス削
減宣言」や「滋賀県食品ロス削減推進計画」の策定など
を踏まえ、プラスチックごみの発生抑制や食品ロス削減
などを重点取組・施策として位置付け、取組を明確化・強
化し実施することとしております。
　本計画の基本方針において、３Rの推進とともに、二酸
化炭素の排出削減を含めた環境負荷を低減していくこと
を記載しているところですが、ご提案の趣旨を踏まえ、以
下のとおり下線部分を追記します。（本文該当箇所にも
追記します。）

第３章　計画の基本方針
２つ目の◆
　・２R（リデュース・リユース）を重視（中略）などを通じて、
温室効果ガスを削減することでCO２ネットゼロに寄与する
とともに、環境負荷を低減

　なお、ごみの焼却については、これまでの循環型社会
形成推進基本法に規定する基本原則を踏まえつつ、リサ
イクルを例にすれば、「プラスチック資源循環戦略」では、
サーマルリサイクルよりもマテリアルリサイクルの重要性
を高めるような、持続可能な資源として活用する方向性
が示されているところです。
　本県においても、こうした方向性に賛同するとともに、将
来的に全国的に対応が必要となることから、国の動向を
注視しつつ、県内市町等における二酸化炭素排出削減
に資するごみ処理施設の在り方などについて、県内市町
等と意見交換を行い、実効性の高いものとなるよう検討
してまいります。

（３）散在性ごみ対策

・たばこのポイ捨てが数的には圧倒的に多いです。歩き
たばこやたばこのポイ捨てを禁止する条例の厳罰化と取
り締まり強化を求めます。

　「滋賀県ごみの散乱防止に関する条例」において、たば
このポイ捨てを含め、ごみの回収命令違反者に対する罰
則を規定しておりますが、散在性ごみの定点観測調査の
結果からも、たばこの吸殻が個数の半分以上を占めてい
る状況です。
　調査地点での散在性ごみの平均個数は減少しているも
のの、依然としてたばこの吸殻の比率が高いことから、た
ばこも含めた散在性ごみの減少に向けて、環境美化監
視員による周知・指導および監視パトロールなどの取組
を徹底してまいります。

　「一人当たりのごみ量の削減」を目標としているが、今
後も大きな変化は期待できそうもない。これで二酸化炭
素の排出量削減に、排出量ゼロ社会の実現に貢献でき
るのか。
　ごみ問題は、ごみをゼロにしなければ必ず焼却が必要
であり、二酸化炭素の排出源である。滋賀県のごみの焼
却によってどれだけの二酸化炭素が排出されているの
か、これから10年でどのようにして、二酸化炭素を50％削
減するのか、何が重要かを把握し、確実な実行が望まれ
る。
　そこで、ごみを焼却することで、「二酸化炭素の排出量
を減らす」ことを提案する。
　ごみは、ゼロにならない限りは燃やす必要があり、エネ
ルギー化をするならば確実に化石燃料による二酸化炭
素の排出量を減らすことができるということを、柱に、「廃
棄物処理計画」を「脱炭素社会へ貢献する廃棄物処理計
画」へと、政策の転換を検討してもらいたい。

概要

（３）散在性ごみ対策

・団体やイベントに対してだけでなく、日々ポイ捨てごみを
拾ったり、監視したりする個人のボランティアに対しても、
助成などの制度をつくってもらいたい。

　本県では、ごみの散乱を防止し、県民等と県が一体と
なった地域活動を推進するため、淡海エコフォスター制
度を創設しており、ボランティア保険の加入に対する支
援・運用をしております。
　また、平成26年に作成した「琵琶湖岸環境美化活動の
手引」において、ボランティアに対する各市町による支援
制度をとりまとめ作成しておりますので、ご活用ください。

（５）不法投棄対策等

・過去６年の河川の巡視パトロールボランティア活動から
ですが、河川における不法投棄については、河川周辺の
農業者や河川周辺に住宅等を建設する建設・土木業者
が原因者であると思われる投棄物が多いです。業界を厳
重に指導すること、業界に対する条例強化、厳罰化、取
り締まり強化を求めます。

　不法投棄対策として、職員による巡回パトロールや民
間委託事業者による休日・夜間パトロールをはじめ、建
設・解体工事現場における啓発・指導や警察等と連携
し、産業廃棄物運搬車両を対象とした路上検査を実施し
ているところです。
　こうした行政による監視に加え、県民等から広く情報提
供を呼び掛けるため、フリーダイヤルによる「産業廃棄物
不法投棄１１０番」の設置や日本郵政やトラック協会等の
県内事業者と情報提供に関する協定を締結するなど、監
視通報体制の整備を図り、通報のあったものに対して
は、速やかに対応してきているところです。
　今後も引き続き、様々な主体と連携しながら、不法投棄
を許さない社会づくりを進めてまいります。
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